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甲Ａ
１１７

第１９８回国会衆議院予算
委員会議事録第７号（抜
粋）

写し

2019年
2月14
日開催
分

衆議院予算委
員会

第１９８回国会衆議院予算委員
会において，尾辻かな子衆議院
議員が政府に対し，同性婚制度
に関する質問を行ったこと。こ
れに対し，法務大臣からは慎重
な検討を要する旨の回答しかな
されていないこと。

甲Ａ
１１５

ハフポストニュース記事 写し
2019年
6月3日

ハフポスト日
本版

２０１９年６月３日，立憲民主
党が同性婚を可能とするために
必要な法整備を行い婚姻の平等
を実現するための民法改正案
（婚姻平等法案）をようやく国
会に提出したこと。これに関す
る報道内容。

甲Ａ
１１６

民法の一部を改正する法律
案要綱

写し
2019年
6月こ
ろ

立憲民主党

２０１９年６月３日，立憲民主
党が同性婚を可能とするために
必要な法整備を行い婚姻の平等
を実現するための民法改正案
（婚姻平等法案）をようやく国
会に提出したこと。

甲Ａ
１１８

ハフポストニュース記事 写し
2019年
3月22
日

ハフポスト日
本版

１９９４年から日本人の同性
パートナーと同居し共同生活を
行ってきた台湾籍男性に対する
オーバーステイによる退去強制
処分に対し在留特別許可を求め
るための退去強制令書発付処分
等取消請求訴訟につき，被告の
国が処分取消し及び在留特別許
可が下すこととなり，これを受
けて原告が訴えの取下げを行っ
たこと。また，それについての
法務省の回答。

甲Ａ
１２０

東京都江戸川区ホームペー
ジ

写し
2019年
5月こ
ろ更新

東京都江戸川
区役所

東京都江戸川区が同性間で利用
できるパートナーシップ制度を
平成３１年４月１日から開始し
たこと。

甲Ａ
１１９ 東京都豊島区ホームページ 写し

2019年
5月30
日
更新

東京都豊島区
役所

東京都豊島区が同性間で利用で
きるパートナーシップ制度を平
成３１年４月１日から開始した
こと。

号証 標目
原本
写し
の別

作成
年月
日

作成者 立証趣旨
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写し
の別

作成
年月
日

作成者 立証趣旨

甲Ａ
１２８

栃木県鹿沼市ホームページ 写し
2019年
6月3日
更新

栃木県鹿沼市
役所

栃木県鹿沼市が同性間で利用で
きるパートナーシップ制度を平
成３１年６月３日から開始した
こと。

甲Ａ
１２７

熊本県熊本市ホームページ 写し
2019年
4月1日
更新

熊本県熊本市
役所

熊本県熊本市が同性間で利用で
きるパートナーシップ制度を平
成３１年４月１日から開始した
こと。

甲Ａ
１２６

岡山県総社市ホームページ 写し

2019年
4月こ
ろ
更新

岡山県総社市
役所

岡山県総社市が同性間で利用で
きるパートナーシップ制度を平
成３１年４月１日から開始した
こと。

甲Ａ
１２５

大阪府枚方市ホームページ 写し
2019年
4月1日
更新

大阪府枚方市
役所

大阪府枚方市が同性間で利用で
きるパートナーシップ制度を平
成３１年４月１日から開始した
こと。

甲Ａ
１２４

大阪府堺市ホームページ 写し

2019年
4月11
日
更新

大阪府堺市役
所

大阪府堺市が同性間で利用でき
るパートナーシップ制度を平成
３１年４月１日から開始したこ
と。

甲Ａ
１２３

神奈川県小田原市ホーム
ページ

写し
2019年
4月3日
更新

神奈川県小田
原市役所

神奈川県小田原市が同性間で利
用できるパートナーシップ制度
を平成３１年４月１日から開始
したこと。

甲Ａ
１２２

神奈川県横須賀市ホーム
ページ

写し

2019年
4月15
日
更新

神奈川県横須
賀市役所

神奈川県横須賀市が同性間で利
用できるパートナーシップ制度
を平成３１年４月１日から開始
したこと。

甲Ａ
１２１ 東京都府中市ホームページ 写し

2019年
5月24
日
更新

東京都府中市
役所

東京都府中市が同性間で利用で
きるパートナーシップ制度を平
成３１年４月１日から開始した
こと。
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号証 標目
原本
写し
の別

作成
年月
日

作成者 立証趣旨

甲Ａ
１３３

日本経済新聞記事 写し
2018年
11月16
日

日本経済新聞

ＡＣＣＪの人事委員長ジン
ジャー・グリッグスが，日経新
聞に対し，「ＬＧＢＴの婚姻権
の実現は日本のビジネス環境の
整備という視点からも重要であ
り、多様性と包含の促進に資す
る政策を支持するのは企業の社
会的責任といえる」旨を述べて
いること。

甲Ａ
１３２

Yahoo！ニュース記事 写し
2019年
2月3日 Yahoo Japan

上記共同声明発表後に，在日デ
ンマーク商工会議所（ＤＣＣ
Ｊ）が支持を表明したこと。

甲Ａ
１３１

「婚姻の法的平等の実現は
日本でのビジネスに経済的
メリットをもたらす」と題
するプレスリリース

写し
2018年
9月19
日

在日米国商工
会議所（ＡＣ
ＣＪ）

２０１８年９月１９日の在日ア
メリカ商工会議所（ＡＣＣＪ）
による日本政府に対する同性
カップルへの婚姻の権利を認め
るための提言（甲Ａ１１２）に
ついては，ＡＣＣＪが取りまと
めたものであるが，在日オース
トラリア・ニュージーランド商
工会議所（ＡＮＺＣＣＪ），在
日英国商工会議所（ＢＣＣ
Ｊ），在日カナダ商工会議所
（ＣＣＣＪ），在日アイルラン
ド商工会議所（ＩＪＣＣ）が共
同声明に加わったものであるこ
と。

甲Ａ
１２９

宮崎県宮崎市ホームページ 写し
2019年
6月6日
更新

宮崎県宮崎市
役所

宮崎県宮崎市が同性間で利用で
きるパートナーシップ制度を平
成３１年６月１７日から開始し
たこと。

甲Ａ
１３０

すべての人にとって平等な
婚姻制度の実現を求める決
議

写し
2019年
5月29
日

福岡県弁護士
会

福岡県弁護士会は，２０１９年
５月２９日，同性間の婚姻の自
由の保障を求めて，「すべての
人にとって平等な婚姻制度の実
現を求める決議」を発表したこ
と。
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号証 標目
原本
写し
の別

作成
年月
日

作成者 立証趣旨

甲Ａ
１３７

ＡＦＰニュース記事 写し
2019年
6月13
日

株式会社クリ
エイティヴ・
リンク

エクアドルでは，２０１９年６
月１２日，最高裁が同性間の婚
姻を認める判決を下したと報じ
られていること。

甲Ａ
１３５

司法院釈字第七四八号解釈
施工法

写し
2019年
5月22
日成立

日本語訳
鈴木賢

台湾で特別法が成立し，同性婚
の婚姻が法制化されたこと。

甲Ａ
１３４

ＬＧＢＴカップルの婚姻の
権利に関する理事長声明

写し
2019年
2月14
日

日本組織内弁
護士協会　理
事長
榊原美紀

日本組織内弁護士協会が，日本
における同性婚導入の提言を
行ったこと。

甲Ａ
１３８

ジェトロビジネス短信 写し
2018年
11月29
日

日本貿易振興
機構（ＪＥＴ
ＲＯ）

コスタリカ共和国のカルロス・
アルバラド大統領が，２０２０
年５月２６日から同性婚が認め
られる旨の発表を行ったとの報
道がなされていること。

甲Ａ
１３６

日本経済新聞記事 写し

2019年
5月24
日 日本経済新聞

台湾において，２０１９年４月
２３日からは同性カップルの婚
姻届出の予約受付が開始されて
おり，多数の婚姻届出の予約が
既に受理されている旨報道され
ていること。
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